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Glomm and Ravikumar (1998)，Kaganovich and Zilcha (1999) は内生的成
長モデルに基づいて教育支出，人的資本及び経済成長間の運用システムについ
て論述し，公共教育支出は人的資本の蓄積に影響を与えることによって，長期




済成長率を高めることができると述べた。Brauninger and Vidal (1999)らは，
公共教育支出は個人投資に影響を与えることを通して経済成長に対し間接的効
















































このうち Y はモデルの被説明変数，X は説明変数，i はラグ期，α と ε は切
片項とランダム項である。β0が表すのは X が Y に与える短期的影響，すなわ
ち即時的乗数であり， 　　　　　　　　 を動学乗数または遅延係数と呼ぶ。 
　　　 が表すのは X が Y に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。ω j 
は推定待ちのパラメータであり，乗数 β i は 1/ (i +1） の n 階多項式を表す。式 (2) 
を式 (1) にあてはめ，再び整理した結果が次の式である。
        (3)
t が8より大きい場合，式 (3) の　　　　　　 　　　　 という項はゼロに近
づくため，無視してもよい。式 (3) をさらに展開すると次のようになる。






























, +∞= ,,0Li             (2) 
このうち  Y  はモデルの被説明変数，X  は説明変数，i  はラグ期，α  と  ε  は
切片項とランダム項である。
0
β  が表すのは  X  が  Y  に与える短期的影響，






 が表すのは  X  が  Y  に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。
j
ω  は推定待ちのパラメータであり，乗数  
i
β は  ）1(1 +i  の  n  階多項式を表す。






















































       (3) 

























































































     (4) 
n  が既知である場合はパラメータ  ( )nj
j



































, +∞= ,,0Li             (2) 
このうち  Y  はモデルの被説明変数，X  は説明変数，i  はラグ期，α  と  ε  は
切片項とランダム項である。
0
β  が表すのは  X  が  Y  に与える短期的影響，






 が表すのは  X  が  Y  に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。
j
ω  は推定待ちのパラメータであり，乗数  
i
β は  ）1(1 +i  の  n  階多項式を表す。






















































       (3) 

























































































     (4) 
n  が既知である場合はパラメータ  ( )nj
j



































, +∞= ,,0Li             (2) 
このうち  Y  はモデルの被説明変数，X  は説明変数，i  は  と  ε  は
切片項とランダム項である。
0
β  が表  X  が  Y  に与える短期的影響，






 が表すのは  X  が  Y  に与える ，すなわち均衡乗数である。
j
ω  は推定待ちのパラメータであり  
i
β は  ）1(1 +i  の  n  階多項式を表す。






















































       (3) 

























































































     (4) 
n  が既知である場合はパラメータ  ( )nj
j



































, +∞= ,,0Li             (2) 
このうち   はモデルの被説明変数，X  は説明変数，i  はラグ期，α  と  ε  は
切片項とランダム項である。
0
β  が表すの  X  が  Y  に与える短期的影響，






 が表すのは  X  が  Y  に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。
j
ω  は推定待ち パラメータであり，乗数  
i
β は  ）1(1 +i  の  n  階多項式を表す






















































       (3) 




















































































     (4) 
n  が既知である場合はパラメータ  ( )nj
j



































, +∞= ,,0Li             (2) 
こ  Y  はモデルの被説明変数，X  は説明変数，i  はラグ期，α  と  ε  は
切片項とランダム項である。
0
β  が表すのは  X  が  Y  に与える短期的影響，






 が表すのは  X  が  Y  に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。
j
ω  は推定待ちのパラメータであり，乗数  
i
β は  ）1(1 +i  の  n  階多項式を表す。






















































       (3) 

























































































     (4) 
n  が既知である場合はパラメータ  ( )nj
j



































, +∞= ,,0Li             (2) 
このうち  Y  はモデルの被説明変数，X  は説明変数，i  はラグ期，α  と  ε  は
切片項とランダム項である。
0
β  が表すのは  X  が  Y  に与える短期的影響，






 が表すのは  X  が  Y  に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。
j
ω  は推定待ちのパラメータであり，乗数  
i
β は  ）1(1 +i  の  n  階多項式を表す。






















































       (3) 

























































































     (4) 
n  が既知である場合はパラメータ  ( )nj
j


































, +∞= ,,0Li             (2) 
このうち  Y  はモデルの被説明変数，X  は説明変数，i  はラグ期，α  と  ε  は
切片項とランダム項である。
0
β  が表すのは  X  が  Y  に与える短期的影響，






 が表すのは  X  が  Y  に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。
j
ω  は推定待ちのパラメータであり，乗数  
i
β は  ）1(1 +i  の  n  階多項式を表す












































       (3) 























































































     (4) 
n  が既知である場合はパラメータ  ( )nj
j
,,3,2 L=ω  を推定することができ，
それによって  
i
β  を確定することができるため，対応する短期 と動的乗数
も確定することができる。 かし実際には  n  は未知であり，しかも  n  が変
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    (5)
このうち， y it は地域の一人あたりの生産高であり，Δ log ( y it) が表すのが一
人あたり生産高の年度成長率である。ベクトル　　　　　     　　　　　の要
素x it は教育支出がGDP に占める割合を表し，Z it は一組のコントロール変数
を表す。v i は観測できず，また時間とともに変化しない個体特徴であり，ε it 
は時間や個体とともに変化する撹乱項である。ε it が同時独立分布で，さらに 









ある。これについて，Mitchell and Speaker (1986) は  n  の参考値を出すという
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従い，人口増加率  (Popgr) は労働力要素が経済成長に与える影響，投資が GDP






































ε に系列相関がない場合，内生変数  2−t  期及びそれよ
りさらに離れたラグ項を使用してモデルの操作変数とすることができる。この
ような動学的パネルモデルに対 ても GMM 推定法を用いて推定を行う。  
 3 の結果から分かる通り，どの推定方法であっても教育投資の「成長効果」
はいずれも明らかにプラスであり，「水準効果」はいずれも明らかにマイナスを
示している 1。この結果から，モデルの攪乱項には 1 階の系列相関が存在し，







                                                        
1 長期間における「成長効果」と「水準効果」の係数の推算及び標準誤差は非線形性変換を採用して得たものである。  
2 GMM 推定の条件は 2 階の系列相関が存在しないことであり、1 階の系列相関は GMM 推定の有効性に影響を与えない。 
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ε  が 同分布で，さらに  
i
v  と
相関関係がないものだと 合，下付き文字  i  と  t  はそれぞれ地域と
時間を表す。  
2.2 変数およびデータの説明 
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従い，人口増加率  (Popgr) は労働力要素が経済成長に与える影響，投資が GDP
に占める割合  (Investment) は投資が経済成長に与える影響をそれぞれ表して
いる。また，人的資本レベル  (Edu)，人的資本に対する評価については，成人





















変数 サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小值 最大值
Log(y) 480 9.442 0.735 7.716 11.177
x 480 0.027 0.012 0.011 0.091
Investment 480 0.444 0.124 0.039 1.050
Industry 480 0.879 0.372 0.494 3.368
Popgr 480 5.845 3.265 −1.900 14.850
Edu 480 8.039 1.056 4.690 11.840
Trade 480 0.346 0.709 0.032 12.805
Inequality 480 2.665 0.753 1.300 5.580
Urbangr 480 0.444 0.162 0.170 0.890
Government 480 0.141 0.069 0.023 0.521














式」 (level equation) について，差分変数を水平変数の操作変数とし，差分方
程式と水平方程式を一つのシステムとしてGMM推定を行うという方法を採
用する。これはシステムGMM (System GMM) と呼ばれる。これはArellano 
and Bover (1995) とBlundell and Bond (1998) が提案した方法である。システ
ムGMMのメリットは推定の効率を高め，よりよい有限サンプルの性質を有す
ることである。システムGMMは重み行列の選択により，一段階推定と二段階
推定に分けられる。Bond et al. (2007) は，有限サンプルの場合，二段階GMM
推定では標準誤差が比較的低くなり，統計の推定結果に影響が生じやすくなる
と述べている。では，どのようにGMM推定法を判断すればよいかについて，






















とモデル (5) を組み合わせると，推定されるパラメータは 　　　　  である。
教育変数における n の選択にしては，残差平方和と自由度の比及び教育変数
の有意性問題を総合的に考慮した結果，最終的に n を3とした。しかも推定し
















推定結果については表 2 に示す通りである。  
 表 2 の第 i 列と第 ii 列はそれぞ プーリング OLS 推定と固定 報告
したものであるが，ラグ項の係数がマイナスという結果は，これ の
研究と一致していることが分かった。そしてモデル推定において，  (4) 
とモデル  (5) を組み合わせると，推定されるパラメータは  L,,
32
ωω  る。
教育変数における  n  の選択にしては，残差平方和と自由度の 変数
の有意性問題を総合的に考慮した結果，最終的に  n  を 3 とした。しかも推定
した系数も予測と一致した。第 i ii  – vii 列は全ての先決変数とコントロール変
数の DIF-GMM と SYS-GMM 推定及びプーリング OLS 推定と固定効果推定結果
を報告したものである。  
上述の回帰分析を通して，全体的にパラメータ推定は安定していることがわか
った。モデルにグループ間の不均一分散があるため，不均一分散が安定した  t  




GMM 推定値は  (−0.141，−0.057) の間とみることができる。DIF-GMM 推定値




















































































































































































AR(1)検定 0.000 0.000 0.001
AR(2)検定 0.148 0.115 0.118
Hansen検定 1.000 1.000 1.000
観測値の数 480 480 480 480 480 480 480
注：カッコ内は不均一分散の安定した t 統計量であり，***，**，および * はそれぞれ1%，5%，
10%の有意水準で帰無仮説を棄却したことを表す。POLSとFEはそれぞれプーリングOLS推定と
固定効果推定を表す。またDIF，SYS1，SYS2はそれぞれDIF-GMM推定，一段階システムGMM








































0.001 単位増加すると経済成長率は 0.388 ポイント下落する。しかし一年後，教
育投資が経済成長率に与える影響はマイナスからプラスに転じ，教育支出の




















図 2 累積的影響  














































ν は永久かつ連続的ショックである。  














  (7) 
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      (6)
ここで， ε it は平均値がゼロでありさらに系列相関がない攪乱項， c it は x it と関係
のあるランダムウォーク系列で， 　　　　　　　　　　　　　　　　と設定す
る。 d i は観測できず，時間とともに変化しない個体効果， e t は観測できない
時間効果である。また， v it は平均値をゼロとするランダムショックであり， c it 
がランダムウォーク系列であることから，式 (6) のランダム項は  　　
に変わる。 ε it  は一時的ショック， v it は永久かつ連続的ショックである。
式 (6)のに対し1階差分をとると，次の式 (7) が得られる。







である。そして ε it  がランダムウォーク過程である時にはじめて，一階差分モ
デルにおける誤差項 Δ  ε it は系列相関がなくなる。さもないと，式 (7) に対して
プーリング OLS推定を採用した時のパラメータ推定量は偏りがありしかも一
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表 3　GMM 推定の結果 [2]
変数














































































































AR (1) 検定 0.000 0.000 0.003
AR (2) 検定 0.072 0.181 0.230
Hansen検定 1.000 1.000 1.000




数を除去した。GMM推定においては， )log( 1−∆ ty ， )log( 2−∆ ty ， )log( 3−∆ ty ， tx ， 1−∆ tx ，
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